




















































































































































































































































































































































































































A相談員 B相談員 C相談員 合計
日数 件数 日数 件数 日数 件数 日数 件数
4月 5 14 0 0 4 15 9 29
5月 11 21 1 4 5 14 17 39
6月 10 17 1 4 5 18 16 39
7月 10 14 1 4 4 19 15 37
10月 10 17 2 6 3 11 15 34
11月 5 10 2 5 6 21 13 36
12月 9 19 1 1 3 16 13 36
1月 4 12 1 2 6 30 11 44
2月 9 15 1 3 7 25 17 43
3月 6 11 0 0 3 6 9 17
合計 79 150 10 29 46 175 135 354





D相談員 E相談員 C相談員 合計
日数 件数 日数 件数 日数 件数 日数 件数
4月 3 9 3 1 5 24 11 31
5月 4 9 5 2 5 21 14 32
6月 4 5 4 0 7 23 15 28
7月 4 4 4 0 5 16 13 20
10月 4 9 5 2 7 33 16 44
11月 5 13 4 0 7 28 16 41
12月 3 5 3 0 5 21 11 26
1月 4 9 3 8 5 36 12 53
2月 3 7 4 7 7 27 14 41
3月 2 0 2 0 3 18 7 18
合計 36 70 37 20 56 247 129 337























































経済 教育 システム 合計件数
4月 12 14 3 29
5月 25 8 6 39
6月 32 6 1 39
7月 28 6 3 37
10月 23 8 3 34
11月 26 6 4 36
12月 33 0 3 36
1月 36 5 3 44
2月 20 10 13 43
3月 5 1 11 17
合計 240 64 50 354
68% 18% 14%
表2-3：2007年度学部別相談件数
経済 教育 システム 合計件数
4月 20 9 5 34
5月 21 5 6 32
6月 21 3 4 28
7月 13 2 5 20
10月 33 9 2 44
11月 26 11 4 41
12月 21 2 3 26
1月 48 2 3 53
2月 18 5 18 41
3月 9 2 7 18
合計 230 50 57 337
68% 15% 17%
表2-2 表2-4
2006年度学部別相談 2007年度学部別相談
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相談内容をさらに詳しく見れば、「自分が何に向い
ているのかわからない」「何になりたいかわからない」
「就職のために行動をおこすようにと言われたが､ 何
をしたらいいのかがわからない」「何もしたいことが
ない」という就職活動そのものに踏み出せないという
種類の悩み・不安の相談である。あるいは「自信がな
くなってしまった」「周りと同じように行動すること
に息切れを感じ動けない」「就職活動をしていて、不
採用通知をもらい続け、否定され続け、何もかもいや
になってしまった。」というように、実際に行ってい
た就職活動を通して発生した問題や悩みに関連する相
談もある。これらの相談に共通するのは、職業選択・
決定や就職先の獲得に向けた実質的な活動に踏み出せ
ない、あるいは立ち止まっている状態といえる。
ここでのキャリア・コンサルティングで必要なこと
は、学生と心理的な親和関係（ラポール）を形成しつ
つ、学生が自ら自己開示を行えるように働きかけるこ
とにある。学生が相談に訪れる時の不安な気持ちを取
り除くこと、つまり「どんな人が相談にのってくれる
のだろう」「ちゃんと悩んでいることを伝えられるの
だろうか」というような不安な気持ちを理解すること
から始まる。
例えば、キャリア・コンサルタントは「何をすれば
いいのかわからない」と悩む学生へは過去のことにつ
いて質問する。未来についてどうしても目を向けるこ
とができない学生に将来のことを質問しても、ますま
す不安に陥るだけであり、キャリア・コンサルティン
グとしては機能しない。学生は自己の過去、一生懸命
になっていたあるいは夢中になっていた時間を振り返
り、家庭・学校・友人関係などについて思い出す。過
去を振り返ることで、学生は自らが、夢中になってい
た時点の感情を再度思い起こし、感じることで、自己
への理解を客観化することができる。その客観化に
よって、学生は将来の夢や希望への反映や転化が可能
となり、行動への意欲へと繋がることが期待できる。
学生はこの行動への意欲、つまりモチベーションの維
持・向上という、就職活動において最も重要な要件を
キャリア・コンサルティングを通して得ることができ
る。このことによって、職業選択・決定や就職先の獲
得に向けた実質的な活動に踏み出せない、あるいは立
ち止まっている状態から脱することが期待できる。
5.2．学生の意思・目標決定後の相談に関して
この段階の学生は職業選択に関して意志決定ができ
ているため、目標を実現するための具体的な実行方策
が必要となる。キャリア・コンサルタントは学生が意
志決定をし、目標が決定したようにも見える場合でも、
その決定や目標が未熟で実現不可能であることも認識
しつつ、卒業後の就職という当面する課題に留まらず、
将来の職業生活・人生、あるいは自己実現という見通
しをもち、学生への具体的な方策を提示し、実行のた
めのマネジメントを目指す。
その方法としては、学生が目標達成のための方策実
現可能性をコンサルタントは共に検討し、実行の進捗
状況を把握する。その際に、学生に対しては現在の状
況について客観的に評価させ、理解を深めさせるとと
もに、今後の進め方や見直しについて、適切な助言を
することが必要となる。学生自らが決定した方策が着
実に実行され、これを進められるよう強く働きかける
役割をコンサルタントは担っている。
具体的には、その就職先の獲得に向けた活動の中で、
学生が自己の強みや志望理由などを文章・言葉・態度
で表現できるよう支援することがこの段階のキャリ
ア・コンサルティングの内容といえる。
5.3．学生の目標実現の過程における相談に関して
この段階のキャリア・コンサルティングは「記述に
よる働きかけ」を重視し、これにより学生の自己肯定
感を高めることを目的としている。具体的な作業課題
は、就職活動の一環である応募書類作成であり、これ
に関わる相談である。
これに関する相談は、11月頃から多くなり、1月〜
3月には相談者の半数を占めるほどのピークとなり、
4月ごろには減少する。求人活動における書類選考は
採用規模の大きい企業の多くが効率的な採用選考の手
段として採用しており、選考の第一段階である。選考
に用いられる書類は個人の学歴や特技・趣味というい
わゆる本人の属性を記載した履歴書の内容に留まら
ず、採用側の企業が得たい情報に関する企業独自の質
問事項も含まれており、これは「エントリーシート」
と呼ばれている。設問は企業の業種・業態によって異
なるが､ 一般的には以下の3つの質問項目「学生時代
頑張ったこと」「自己PR」「志望動機」は多くのエン
トリーシートに採用されている。実際のエントリー
シートには、これらの設問のそれぞれにつき150字か
ら300字程度で記述するものが多い。
エントリーシートの作成は企業側からの要請であ
り、学生にとっては行わなければならない課題である。
その一方で、この作成を通して、学生は自らの意思・
主張・思考等を文字による記述によって明確にするこ
とができ、就職活動や進路先の獲得に臨む自己を整理
し、位置づける好機となっている。従って、キャリア・
コンサルタントは文章内容の指示・関与をしたり､ 学
生の書いた文章を本人の真意を無視して書き直すこと
は決して行わないよう、注意しなくてはならない。学
生の中にある考えや答えを学生自らの記述によって引
き出すことがキャリア・コンサルティングの目指すと
ころである。
「学生時代頑張ったこと」「自己PR」「志望動機」
の3点の設問は自分の「過去」「現在」「未来」を記述
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することである。「学生時代頑張ったこと」は自分の
過去を記述することである。「自己PR」は頑張った過
去から見えてくる自分の現在を記述することである。
「志望動機」は頑張った過去から見えてくる自分の強
みから実現できそうな、あるいは実現したい自分の未
来や夢を記述することである。
「記述による働きかけ」を相談の中で取り扱う場合、
特に多い相談内容は「書けない」というものである。
つまり、これは学生が設問に対する思考を明確にする
材料を見つけだせなくなっていることを示している。
ここでのキャリア・コンサルティングは、設問に対し
て記述できるよう、その材料や事柄に気づくこと、こ
れへの手助けを担う。自分の力で書くことにより明確
化された思考はコンサルティングを終了した後にも学
生の中に定着し、自信を持ち続け次の行動へと移行す
ることができるようになる。この過程によって、学生
は自己肯定感を高め、自己効力を発揮することができ
るようになる。
5.4．面接を想定した相談について
この段階では、学生が実際の面接を想定して、言葉・
態度という方法で自己の動機や主張等を表現できるこ
とを目的としている。この種類の相談は秋ごろから増
え始め､ 3月がピークとなる。
就職活動の過程では､ 書類選考の次段階として面接
による選考がある。人となりをみて決定をする採用試
験の重要な位置づけが面接となる。面接は、1次の担
当者面接、2次、3次、4次の管理職面接､ 最終が役員
面接と数段階が設定されるのが通常である。学生は、
自分の良さを最大限に表現できるように、体験として
の面接練習を希望する傾向にある。緊張感を持ち面接
の体験をすることで学生は自信を持ち帰ることができ
る。
就職活動における面接では、採用官に対する傾聴力
や理解力､ そして自己の伝達力、表現力が必要となっ
てくる。つまり、自分自身を表現し､ 伝えることのコ
ミュニケーションや会話のやりとりが面接の本質であ
る。そこにおいては、社会での礼儀正しさも備えてい
るかも学生には求められる。
メラビアンの法則＊23に従えば、非言語的要素つま
り表情や態度、声の調子によってコミュニケーション
の大部分が伝えられるということを踏まえ、相談の中
では場面想定をし、シュミレーション体験から､コミュ
ニケーション力や伝達力をつけていくトレーニングを
する。
ここでの相談の中で特徴的なことは、思考をうまく
言語化できないと悩む学生が多いことである。自分を
よく見せたい、企業に採用されたいという願望から、
面接において過剰に自己を脚色してしまい、表現その
ものが自分の本来のものから乖離してしまうことが問
題となる。ぎこちない言語表現や自分の意見ではない
言語では、採用する側に自分の強みを伝えることはで
きない。できないだけではなく、不信感につながりか
ねない。職業選択の先にある自分の生き方や働き甲斐、
人生観に視点を置き、自分の有り様を言語と非言語で
表現し、自分らしさを伝えることがキャリア・コンサ
ルティングのねらいとなる。
6．終わりに
大学生の進路選択の際に一般的に行われる相談は
キャリア・カウンセリングと呼ばれ、大学におけるキャ
リア教育の一環として行われるようになった。和歌山
大学においても、キャリア・カウンセリングは学生へ
の進路選択として定着しつつあり、近年は相談員の配
置や就職支援組織の整備・充実などが実現しており学
生のキャリア形成に寄与してきた。
和歌山大学の学生相談は学生の自律・自立を促し、
社会に巣立つことへの基礎的な力を育て、仕事を含め
た人生そのものにおけるキャリア形成を目指してお
り、これは従来のキャリア・カウンセリングに留まら
ないキャリア・コンサルティングと言える。
和歌山大学のキャリア・コンサルティングの実際の
取り組みの特徴点をまとめれば以下のようになる。
キャリア・コンサルタントは学生がどのような人生
を送るのかという将来の生き方・働き方に関して、中・
長期的な目標設定やその展望に着目し、学生が主体的
に意志決定できるよう支援する。次に、学生の意志・
目標決定後においては、学生が目標達成のための方策
実現可能性を共に検討し、学生自らが決定した方策が
着実に実行され進められるよう強く働きかける。
その働きかけの一環として、記述に関する相談にお
いては、学生自らが記述できるように材料や事柄に気
づくことの出来る手助けを担い、そこで明確化された
思考を学生の中に定着させ、自信を持ち続け次の行動
へ移行し、学生の自己肯定感を高め自己効力を発揮さ
せる。また、面接を想定した相談においては、言葉・
態度という方法で自己の動機や主張等を表現し、職業
選択の先にある自分の生き方や働き甲斐、人生観に視
点を置き、自分の有様を言語と非言語にて、自分らし
さを伝えさせる。
学生はこうしたキャリア・コンサルティングを通し
て、自発的な行動への意欲、モチベーションの維持・
向上という、職業選択・決定や就職先の獲得の過程に
おいて最も重要な要件を得ることができる。さらに、
キャリア・コンサルティングは、相談業務に留まらず、
学生の発達段階に応じた相談支援に加え、キャリア教
育プログラムを作成するための企画、提案、実施をし、
支援するための環境や体制作りと社会や組織への働き
かけ、キャリア支援政策との連動や諸外国との意見交
換をすることまでをその範囲としている。和歌山大学
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における学生相談、キャリア形成は、こうしたキャリ
ア・コンサルティングの視点から取り組んできており、
今後もこれを充実させたい。
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